
 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
◆シフト制勤務者の雇用管理と働き方の実態を調査 

独立行政法人労働政策研究・研修機構が３月31日、

｢シフト制勤務｣で働く非正規労働者の実態等に関す

る調査結果」を公表しました（実査期間 2021 年９月

10 日～16 日）。この結果から言えることをご紹介しま

す。 
※この調査でいう非正規労働者（日雇いを除く）とは、

いわゆるシフト制勤務者とオンコール勤務者を合

わせた「シフト制勤務群」、固定した勤務日と勤務時

間が決められている固定勤務者、交代制勤務者です。 
 
◆労働条件の通知状況 

勤め先で働き始めるにあたっての労働条件の明示

状況について、シフト制勤務群については次のように

なっています（複数回答）。 
・書面での交付…59.5％ 
・FAX・メール等での明示…3.7％ 
・口頭での説明…25.4％ 
・一切受けていない…20.6％ 

シフト勤務群については固定勤務者や交代制勤務

者の場合に比較して、口頭での説明や一切説明を受け

ていないという割合が高く、その分、書面での交付割

合が少なくなっています（固定：70.2％、交代制：

68.4％）。 
労働条件をめぐるトラブルを防ぐには、労働条件を

書面で明示するほか、法律や就業規則を周知すること

も重要です。機会をとらえて実施していきましょう。 
 
◆コミュニケーション不足はトラブルのもと 

同調査では、シフト制（交代制を含む）という働き

方をより良いものにするために改善して欲しいこと

についても尋ねています。 
「特にない」という回答も多い一方、「具体的な勤務

日等（シフト等）をある程度の余裕をもって示してほ

しい」「具体的な勤務日等（シフト等）の決定にあたっ

ては、労働者の希望を十分踏まえてほしい」といった、

会社とのコミュニケーション不足がうかがわれる回

答が目立っています。 
職場のコミュニケーション不足は、職場に対する安

心感や信頼感を不足させ、認識の行き違いからハラス

メント問題が発生しやすくなるなど、トラブルの温床

を作り出すことになります。積極的に労働者の希望を

聞くなどの対応が必要でしょう。 
 

【独立行政法人労働政策研究・研修機構「｢シフト制勤務｣

で働く非正規労働者の実態等に関する調査結果」】 
https://www.jil.go.jp/institute/research/2023/227.html 
 
 

 
 
◆リスキリングに取り組むビジネスパーソンは約７

割、企業は３割以下 

現在政府は、ＤＸ化の推進を目的として「リスキリ

ング」の施策に取り組んでいます。テクノロジーの発

展等によりビジネスモデルが変化する中、企業として

も社員の人材育成はますます重要なテーマとなって

います。 

株式会社ビズリーチが、同社が運営する転職サイト

「ビズリーチ」の会員と企業の経営層・採用担当者を

対象に実施した調査によれば、67.6％のビジネスパー

ソンがリスキリングに取り組んでいると示されてい

ます。その一方で、現在リスキリングに取り組んでい

ると回答した企業は 26.3％となっています。 

｢シフト制勤務｣で働く非正規労働者の

働き方の実態と課題 

企業のリスキリングに関する取組みと 
人材育成の方向性 
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◆９割以上の人が将来的なリスキリングの必要性を

感じている 

同調査によれば、９割以上のビジネスパーソンが、

将来的に新たなスキルを見つける必要があると回答

しています。調査対象については、属性を踏まえると、

自分の市場価値を上げたいと考える層が比較的多い

傾向にあると思われますが、昨今、リスクキリングや

リカレントなど、以前より「自分のスキルを向上させ

たい、そのために学び直しをしたい」というビジネス

パーソンは増加していると考えられます。 

 

◆企業の取組みはこれから 

上記の調査からもわかるように、ビジネスパーソン

のリスキリングへの意欲に比べて、企業側の取組みは

まだ進んでいないようです。 

日本商工会議所・東京商工会議所が全国の中小企業

6,013 社を対象に実施した「最低賃金および中小企業

の賃金・雇用に関する調査」（回答率：55.0％）によ

れば、企業が実施している人材育成・研修としては、

業務遂行に必要な人材育成・研修に関する回答が多く、

新たな知識・技術の習得に向けた人材育成・研修につ

いて取り組んでいる企業はまだ少ないことが示され

ています。現在のリスキリングや人材育成の取組みが、

新技術等への対応を踏まえたものであることを考え

ると、今後は企業としても、自社の経営環境を踏まえ、

人材育成に対する新しい取組みを検討していきたい

ところです。 

 

【株式会社ビズリーチ プレスリリース 2023 年４月

４日】 

https://www.bizreach.co.jp/pressroom/pressrelease/

2023/0404.html 

 

【日本・東京商工会議所「最低賃金および中小企業の賃

金・雇用に関する調査」】 

https://www.jcci.or.jp/20230328_survey_release.pdf 

 
 

 
10 日 
○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 
○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞ 
［公共職業安定所］ 

15 日 
○ 特別農業所得者の承認申請［税務署］ 
31 日 
○ 軽自動車税（種別割）納付［市区町村］ 
○ 自動車税（種別割）の納付［都道府県］ 
○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 
○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 
○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］ 
○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 
［公共職業安定所］ 

○ 確定申告税額の延納届出額の納付［税務署］ 
 

～当事務所よりひと言～ 
 
いつもお世話になり、誠にありがとうございます。 
今回は、最近の話題をご紹介します。 

【最低賃金の目安額 ３区分に見直し】 
厚生労働省の中央最低賃金審議会は 4 月 6 日、最低

賃金の引上げの目安を示す区分（ランク）を、現在

の４（A～D）から３（A～C）に減らすことを決め

ました。D を廃止して B を増やすことで地域間格差

の拡大を抑える狙いで、A には６都府県、B には２

８府県、C には１３県割り振られました。今年度の

改定作業から適用されます。 
【技能実習制度の廃止を提言】 

政府は 4 月 10 日、外国人技能実習制度を廃止し、

人材確保と人材育成の双方を目的とした新制度を

創設する案を有識者会議に示しました。新制度では、

現行制度で原則認められていない転籍についても

制限を緩和する方向です。今秋に最終報告をまとめ

る予定です。 
【健康保険法改正案 衆議院通過】 

健康保険法などの改正案が 4 月 13 日、衆議院本会

議で可決され、衆議院に送付されました。同改正案

は、後期高齢者医療制度の保険料を所得に応じて引

き上げることが柱で、今年４月から５０万円に増額

された出産育児一時金の財源の一部を後期高齢者

医療制度から負担する仕組みを導入します。 

5 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 


